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当社発展の軌跡

’65 設立
’67 伊丹
’68 福岡
’71 千歳
’78 成田
’83 羽田
’92 成田Ⅱ期

新千歳
’93 羽田西側
’94 関西
’99 那覇
’01 JASDAQ上場

’02 広島
’04 中部
’05 神戸

鹿児島
’07 熊本
’08 長崎

千歳空港支店

福岡空港支店

沖縄空港支店

成田支社

神戸空港出張所

中部空港支店

広島空港出張所

大阪空港支店

関西支社

羽田支社

本社

鹿児島空港出張所

熊本空港出張所

長崎空港出張所
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当社の事業概要

経営資源の配分

項目 売上 資金需要 投入人員 主な顧客

動力事業 50％ 97％ 30％ 航空会社

整備事業 40％ 1％ 60％ 空港会社・航空会社

付帯事業 10％ 2％ 10％ 病院・空港会社・航空会社

680人 航空関連売上は全体の約95％

動力供給（電力・エアコン）は、航空機の

排気ガスや騒音を防ぎ、航空燃料を節減し、

「地球環境の浄化保全」に役立てています。

動力事業

（設備投資型）

（役務提供型）

整備事業

（メーカー・役務提供型）

付帯事業
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業績の推移
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ＪＡＬ経営破綻

２００９～
世界金融危機

２００８

採算性重視

規制緩和（大競争時代）

機材の小型化・多頻度運航

ネットワーク拡大・維持

空港発着容量の制約

成田・羽田（国際線）
容量拡大

【連結】

東日本大震災

原発事故

急激な円高

訪日外国人の減少

欧州債務危機
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２０１１年度 業績

項目 ①FY10実績 ②FY11予算 ③FY11実績 ③－① ③－②

売上高 １０，７４３ ９，９７４ １０，０９１ △６５２ １１６

セグメント利益 １，１９１ ９３０ １，０３８ △１５２ １０８

販管費 ６６７ ６２６ ６１４ △５３ △１１

営業利益 ５２３ ３０４ ４２４ △９９ １１９

営業外損益 ▲６２ ▲４９ ▲４９ １３ －

経常利益 ４６１ ２５４ ３７５ △８５ １２０

特別損益 ▲５７ ▲４５ ▲５３ ３ △７

税引前当期純利益 ４０３ ２０８ ３２１ △８２ １１３

法人税および法人税等調整額 ▲ １９４ ▲１０１ ▲２０２ ７ １０１

当期純利益 ２０９ １０７ １１９ △８９ １１

FY11予算 動力事業はHND国際線地区の通年化による増収を見込むものの、JAL経営再建による大幅減便や、航空機

小型化の進行、原発事故の影響による減収を想定した。また、付帯事業はフードカート販売の減収、整備事業

は顧客の経費節減施策強化による減収を想定した。

FY11実績 動力事業および付帯事業はほぼ予算どおりの売上高となったが、整備事業は顧客の経費節減施策は強化さ

れたものの、老朽化した設備の改修や修繕工事があり、FY10並みの売上高となったため、約１億円の増収と

なった。また、コスト削減が想定以上に進んだことで営業利益も約１億円の増益となった。

税効果会計における法定実効税率の変更に伴う法人税等調整額が増加（影響額 ６１百万円）

（単位：百万円）
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 社員の意識改革・課題の共有

 総人件費の抑制

 設備投資の抑制

 動力料金の改定（2011年8月）

 夏期の電力供給制約への対応
電源車・エアコン車を活用し、売上への影響は軽微
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２０１１年度の主な取り組み



①動力事業 収支
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（単位：百万円）

［売 上］
・震災、原発事故の影響による減便・運休
・航空機の小型化、供給時間減少による減
・羽田国際線地区通年化による増
・2011年8月、動力料金の改定を実施

電気料金を値下げし、ｴｱｺﾝ料金を値上げ
機種別料金の適正化
国内線料金と国際線料金の統一

［費 用 ］ 前期比△１１０
・原材料費の減 △８７

・労務費の減 △５０

・整備維持費の減 △１７

・減価償却費の増 ＋３７

・租税公課の増 ＋１６
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（単位：百万円）

売上 セグメント利益
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②整備事業 収支
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［売 上］

・補修工事の増 ＋１４８
・基本契約の減 △２０
・別件作業の減 △１２６

［費 用］ 前期比△１４５

・労務費の減 △６６
・材料費・外注費の減 △１８
・消耗品費の減 △１０
・旅費交通費の減 △１０
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４，２７１ 百万円 前期比＋１ ６０５百万円 前期比＋１４６

（単位：百万円）

売上 セグメント利益
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③付帯事業 収支

1,354
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（単位：百万円）

［売 上］

・フードカート販売の減 △２５４
・航空機用部品管理業務の減 △３７

［費 用］ △２４３百万円

・販売外注・材料費の減 △１２９
・労務費の減 △７３
・販売修繕費の減 △１０
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（単位：百万円）
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項 目 ＦＹ１０ ＦＹ１１ 増 減

設備投資額 １,０７７ １２３ △９５４

減価償却費 ９５１ ９７８ ２７

有利子負債 ３,６６８ ３,１４７ △５２１

グループ人員数 ６９９ ６８０ △１９

（単位：百万円）
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2011年度 設備投資額等の実績



営業利益／経常利益／当期純利益
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（単位：百万円）
＜利益の増減要因＞
セグメント利益の減 △１５２
販売費及び一般管理費の減 ＋５３
労務費・旅費交通費・社外役務費 等

＜経常利益の増減要因＞
営業利益の減 △９９
営業外費用（支払利息）の減 ＋１３

＜当期純利益の増減要因＞
経常利益の減 △８５
特別損失の減 ＋３
法人税等の増 △７
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配当につきましては、７円を予定しています
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経営環境

リスク耐性の強化

14

好材料・不安材料が混在

不透明な経済状況

消費増税の成り行き

震災・原発事故による影響

（電力不足・値上げ）

欧州債務危機

新興国経済の牽引力

本邦航空会社の取り巻く環境

オープンスカイ政策の進展

首都圏空港の発着枠拡充

新幹線の延伸（九州・北陸）

航空業界の競争環境の変化

ＬＣＣの台頭

ＪＡＬ再上場

新型機材（Ｂ７８７、Ａ３８０）の増加

空港経営の抜本的な改革

民営化、運営権売却

関空・伊丹の統合等
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JAL経営破綻による減便・撤退

航空機の小型化

顧客の経費節減施策

ＦＹ１１

売上高の推移

ＦＹ１４

今を底として今後緩やかな回復基調

動力料金の改定

羽田国際線再拡張の供用開始

Ｂ７８７本格投入

ＪＡＬの再上場

FY12～14 競争力強化の集中改革期間

原発の影響による路線の運休・減便

航空需要の回復基調



基本方針

構造改革

事業領域の拡大

コスト改革

人材の育成

既存ビジネスモデル・体制を再度見直し、必要に応じて転換を図る

増収・コスト削減が見込める投資は計画的かつ確実に行う

不採算事業領域の収支改善を図る

業務の見直しと工夫により、総人員数の圧縮を図る

当社グループ間での人材流動化を含む効率的な人員配置を行う

基幹要員の採用は継続しつつ、業務量の増減に対応できる非正社員比率を高める

保有する人材・技術力を活用し、既存業務の周辺分野への進出を図る

新規事業の研究・開発を推進する

16

新規技術・ライセンス取得等人材への投資を計画的に実行する

コスト競争力を強化し、採算性の低い事業領域の見直し等、スピード感を持って

もう一段踏み込んだ収支改善を図り、安定的に利益を出せる体制を構築する



各セグメントの取組み

17

付帯事業

フードカート販売でのリピート需要や将来案件の獲得

セキュリティー機器の更新工事や保守領域拡大

整備事業

弾力的な人材運用による競争力強化

空港内周辺業務の横展開および空港外施設の領域拡大

動力事業
新型航空機向け投資

採算性の低い事業領域の見直し

（FY12に150百万円程度の特別損失計上見込み）

設備の調達コストとランニングコストの低減（ＰＰＳ活用等）
各
事
業
部
の
基
盤
強
化
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各セグメント毎の営業収支

動力事業

＋３６０

整備事業

△１１９

付帯事業

＋３３５

動力事業

＋３６

整備事業

△１５２

付帯事業

＋２１７ＦＹ１１

営業利益

４２４

営業収益 ＋５７５ 営業費用 ＋１２３

対FY11

＋４５２

ＦＹ１４

営業利益

８７６

（単位：百万円）
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投入人員数

△１７人 △１１人 ＋１人

減価償却費±0



首都圏空港整備と当社設備投資計画

羽田空港 国際線供用開始
新型航空機対応の
固定電源設備

新型航空機対応の
固定電源設備

羽田空港

第２ターミナル
３スポット供用開始

新型航空機対応の
固定電源設備

羽田空港
国際線再拡張
８スポット供用開始

成田空港
スポット再編
４スポット供用開始

新型航空機対応の
固定電源設備

20

成田空港 ２５万回（+１.５万回）

成田空港 ２７万回（+２万回）

羽田空港 昼間４０.７万回（＋５.７万回）
成田空港 ３０万回（+３万回）



設備投資額・資金計画・人員計画等

項 目 ＦＹ１１ ＦＹ１２ ＦＹ１３ ＦＹ１４

設備投資額 １億円 ５億円 １８億円 １０億円

減価償却費 ９億円 ８億円 ８億円 １０億円

有利子負債 ３１億円 ２５億円 ２７億円 ２５億円

グループ人員数 ６８０人 ６６２人 ６５４人 ６５１人

（新規借入金）
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（－） （－） （－）（８億円）



２０１２年度見通しと２０１４年度までの推移

項目 ①FY11実績 FY12 FY13 ②FY14 ②－①

売上高 １０，０９１ １０，０７３ １０,３７１ １０,６６６ ５７５

動力事業セグメント利益 ２１３ ３３５ ５３６ ５３７ ３２３

整備事業セグメント利益 ６０５ ５３０ ６１０ ６３７ ３２

付帯事業セグメント利益 ２１９ ２３０ ２９８ ３３７ １１７

セグメント総利益 １，０３８ １，０９５ １,４４５ １,５１２ ４７３

営業利益 ４２４ ４６３ ８２６ ８７６ ４５２

経常利益 ３７５ ４２０ ７８０ ８３８ ４６２

特別損益 ▲５３ ▲１８４ ▲３５ ▲３５ １７

税引前当期純利益 ３２１ ２３６ ７４４ ８０２ ４８０

当期純利益 １１９ １３２ ４２５ ４５８ ３３８

動力事業における採算性の低い事業領域について見直しを行い、１５０百万円程度の

特別損失を計上する見込みです。

純利益は若干の増益となり業績回復の道筋が見えてきたことから、FY12配当につき

ましては９円に戻す予定です。

（単位：百万円）
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201２年５月25日

ＬＥＶＥＬ ＸＸＩ東京會舘「シルバールーム」



本日は、弊社決算説明会にご参加いただきましてありがとうございます。

本日配布しました資料に記載されている将来の業績予想は、経営環境の変

化などに伴い予想あるいは目標対比が変化し得ることにご留意ください。

株式会社エージーピー 総務部広報･ＩＲグループ
電話：０３－３７４７－１６３１
ＦＡＸ：０３－３７４７－０７０７
ＵＲＬ：http://www.agpgroup.co.jp

（会社案内ビデオがご覧いただけます）

お問合せ先


